
大学等関係団体の代表者が大学等卒業（修了）予定者の就職・採用活動の在り方について検討し、
申合せ等の作成を行うとともに、企業側との協議を進める上で、学生の就職・採用活動の現状を
把握する必要があるため本調査を実施。

国公私立の大学、短期大学及び高等専門学校（１，２０７校）の就職指導担当部門

１１８０校（回収率９７．８％）うち有効回答１，１４３校

平成２４年６月３０日現在

１　学生の就職活動について
（１）就職活動の期間について【Ⅱ-1(1)関係】

（２）就職・採用活動による学事日程への影響について【Ⅱ-2(1)関係】

○ 調 査 時 期

平成２４年度　学生の就職・採用活動に関する調査結果について

○趣　　　旨

○調査依頼先

○回　答　校

12.4%

17.7%

67.3%

2.6%

短期化している 長期化している 余り変化はない 無回答

就職活動の期間については、昨年度と比較して「余り変化はない」が６７．３％と最も多かった。

1.1%

40.2%

1.3%

46.5%

7.9%
2.9%

昨年も支障が生じたが、更に支

障が強まった

昨年も支障が生じたが、同程

度に支障が生じている

昨年は余り支障がなかったが

今年は支障が生じた

昨年も支障は余りなかったが、

今年も支障は余りない

昨年に比べ、支障は減ってい

る

無回答

就職・採用活動による学事日程への影響については、昨年度と比較して「支障は余りない」が４６．５％と最も
多く、「同程度の支障が生じている」も４０．２％と多かった。
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（３）就職・採用活動が学事日程に支障を来した主な理由について（複数回答）【Ⅱ-2(2)関係】
（１－（２）で「a.より大きな支障」「b.同程度の支障」「c.今年度は支障」と回答した大学等の状況）

（４）具体的な支障事項について（複数回答）【Ⅱ-2(3)関係】
（２－（１）で「a.より大きな支障」「b.同程度の支障」「c.今年度は支障」と回答した大学等の状況）

（５）学生から見た就職・採用活動による問題点について（複数回答）【Ⅱ-3(1)関係】

4.3%

80.5%

1.0%

28.3%
15.6% 10.9%

2.7%
0%

20%

40%

60%

80%

100%

履
修
登
録
に
支
障

が
あ
っ
た

授
業
へ
の
出
席
状

況
が
悪
く
な
っ
た

授
業
が
開
講
で
き

な
く
な
っ
た

卒
論
・
修
論
指
導

が
し
に
く
く
な
っ

た

試
験
の
日
程
に
支

障
が
あ
っ
た

そ
の
他

無
回
答

就職・採用活動が学事日程に支障を来した主な理由については、昨年度と比較して「企業の採用選考活動の長期

化」が６７．６％と最も多かった。

就職・採用活動が及ぼす学事日程への具体的な支障事項については、昨年と比較して「授業への出席状況の悪
化」が８０．５％と最も多かった。

学生から見た就職・採用活動による問題点については、「学業に専念できない」が７６．０％と最も多かった。

76.0%

27.7%
11.7% 15.8%

7.1%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

学
業
に
専
念
で
き

な
い

課
外
活
動
が
行
え

な
い

海
外
留
学
が
で
き

な
い

そ
の
他

無
回
答

23.0%

67.6%

8.6% 9.2%
17.8%

2.9%
0%

20%

40%

60%

80%

100%

企
業
の
採
用
選
考
活

動
の
早
期
化

企
業
の
採
用
選
考
活

動
の
長
期
化

企
業
の
採
用
広
報
活

動
の
早
期
化

企
業
の
採
用
広
報
活

動
の
長
期
化

そ
の
他

無
回
答

2



（６）就職・採用活動の地方・女子学生への影響について【Ⅱ-3(2)(3)関係】

3.2%

42.1%

47.1%

1.9%
5.7%

【地方学生への影響】

昨年度よりも不利に

なっている

昨年度と同様に不利

であった

昨年度と同様に不利

でなかった

昨年度よりも有利に

なっている

無回答

1.8%
16.4%

74.2%

2.4%
5.1%

【女子学生への影響】
昨年度よりも不利に

なっている

昨年度と同様に不利

であった

昨年度と同様に不利

でなかった

昨年度よりも有利に

なっている

無回答

採用情報の入手や会社訪問における地方学生への影響については、「昨年度よりも不利」「昨年度と同様に不
利」が４５．３％、「昨年度同様に不利でない」「昨年度よりも有利」が４９．０％となっている。
一方、女子学生への影響については「昨年度と同様に不利でない」が７４．２％と最も多いが、１８．２％は不

利な状況となっている。
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２　企業の採用広報活動について
（１）採用広報活動の開始時期について【Ⅲ-1(1)関係】

《採用広報活動の開始時期について　つづき》
（（１）で「a.早まっている」と回答した大学等の状況） （（１）で「c.遅くなっている」と回答した大学等の状況）

（２）採用広報活動の開始時期について【Ⅲ-1(3)関係】

採用広報活動の開始時期については、昨年度と比較して「余り変化はない」が５７．７％と最も多かった。

4.5%

57.7%

34.5%

3.3%

早まっている 余り変化はない 遅くなっている 無回答

9.6%

51.9%
30.8%

5.8%
1.9%

半月程度早まっている １か月程度早まっている
２か月程度早まっている ２か月以上早まっている

4.1% 3.0% 3.9% 1.5% 0.7% 0.8% 6.1% 4.5%

55.6%

3.7% 3.7% 1.9% 6.0% 4.5%

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%

４月以前 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月以降 無回答

卒業・修了年度→

採用広報活動の開始時期については、卒業・修了前年度の１２月が最も多かった。

2.3%
9.6%

86.3%

0.3% 1.5%

半月程度遅くなっている １か月程度遅くなっている
２か月程度遅くなっている ２か月以上遅くなっている
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３　企業の採用選考活動について
（１）採用選考活動の開始時期について【Ⅳ-1(1)関係】

《採用選考活動の開始時期について　つづき》
（（１）で「a.早まっている」と回答した大学等の状況） （（１）で「c.遅くなっている」と回答した大学等の状況）

（２）採用選考活動の開始時期について【Ⅳ-1(3)関係】

※「10月以前」及び「11月」については、21年度調査より追加

採用選考活動の開始時期については、昨年度と比較して「余り変化はない」が７８．４％と最も多かった。

7.7%

78.4%

10.3%
3.6%

早まっている 余り変化はない 遅くなっている 無回答

15.9%

56.8%

25.0%

1.1% 1.1%

半月程度早まっている １か月程度早まっている
２か月程度早まっている ２か月以上早まっている
無回答

27.0%
20.1% 23.1%

9.4% 10.2%
2.3% 2.5% 2.6% 2.9%1.7% 1.8%

12.9% 12.1%
18.0% 15.3%

23.1%

3.4% 2.4% 4.5% 4.6%

0%
10%
20%
30%

10月以前 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月以降 無回答

４年前 今年度

卒業・修了年度→

※４年前の「12月」は「12月以前」で集計

採用選考活動の開始時期は、４年前は「卒業・修了前年度の１２月以前」が２７．０％と最も多かったが、今年
度は、「卒業・修了年度の４月以降」が３３．４％と最も多い。

11.9%

34.7%51.7%

0.8% 0.8%

半月程度遅くなっている １か月程度遅くなっている
２か月程度遅くなっている ２か月以上遅くなっている
無回答
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（３）通年採用の拡大について【Ⅳ-1(4)関係】

（４）採用内々定時期について【Ⅳ-1(5)関係】

《採用内々定時期について　つづき》
（（４）で「a.早まっている」と回答した大学等の状況） （（４）で「c.遅くなっている」と回答した大学等の状況）

16.1%

77.0%

3.0%
3.9%

拡大している 余り変化はない 減少している 無回答

企業の通年採用の導入の状況は、昨年度と比較して「余り変化はない」が７７．０％と最も多かった。

7.5%

80.8%

8.0%

3.8%

早まっている 余り変化はない 遅くなっている 無回答

採用内々定時期については、昨年度と比較して「余り変化はない」が８０．８％と最も多かった。

25.6%

53.5%

16.3%

1.2% 3.5%

半月程度早まっている １か月程度早まっている

２か月程度早まっている ２か月以上早まっている

無回答

22.0%

48.4%

22.0%

0.0%
7.7%

半月程度遅くなっている １か月程度遅くなっている

２か月程度遅くなっている ２か月以上遅くなっている

無回答
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（５）内々定の集中している時期について【Ⅳ-1(7)関係】

（６）リクルーターによる採用活動等、特定校を対象とする採用活動について【Ⅳ-1(8)関係】

《文系の場合》

0.6% 0.8% 2.8%

30.1% 28.7%

14.1% 15.3%
7.5%

0.4% 0.5% 0.7%
12.6%

28.5%

16.3%

35.9%

5.1%

0%
10%
20%
30%
40%

１月以前 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月以降 無回答

４年前 今年度

卒業・修了年度→

3.1%

28.4%

6.0%

38.5%

23.9% 特定校対象の採用活動は減

少している

余り変化はない

特定校対象の採用活動は増

えている

リクルーターによる採用活動

はほとんど関係ない

無回答

リクルーターによる採用活動等、特定校を対象とする採用活動については、昨年度と比較して「リクルーターに
よる採用活動はほとんど関係ない」「無回答」が文系６２．４％、理系７２．８％と最も多く、特段問題とされて
いないことがわかる。

内々定の集中している時期については、４年前は４月がピークであったのに対し、今年度は７月以降がピークと
なっており、就職・採用活動が長期化している状況が見受けられる。

2.4%
21.8%

3.1%

15.6%57.2%

特定校対象の採用活動は減

少している

余り変化はない

特定校対象の採用活動は増

えている

リクルーターによる採用活動

はほとんど関係ない

無回答
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４　日本経団連の平成25年3月卒業・修了生に対する「倫理憲章」等について
【大学等の取組の影響】

（１）広報活動の開始時期を12月1日以降としている点について【Ⅴ-1(1)関係】

（２）選考活動の開始時期を4月1日以降としている点について【Ⅴ-1(2)関係】

（３）大学訪問を12月1日以前は行わないとしている点について【Ⅴ-1(3)関係】

広報活動の開始時期を12月1日以降としている点については、「問題なし」が４７．８％と最も多かったが、「ど
ちらとも言えない」も３９．５％あり、影響を注視している状況も見受けられる。

9.5%

47.8%
39.5%

3.2%

問題あり 問題なし どちらとも言えない 無回答

選考活動の開始時期を4月1日以降としている点については、「問題なし」が４７．２％と最も多かったが、「どち
らとも言えない」も３６．４％あり、影響を注視している状況も見受けられる。

13.0%

47.2%

36.4%

3.3%

問題あり 問題なし どちらとも言えない 無回答

大学訪問を12月1日以前は行わないとしている点については、「問題なし」が４３．９％と最も多かったが、「ど
ちらとも言えない」も４１．８％あり、影響を注視している状況も見受けられる。

10.9%

43.9%

41.8%

3.3%

問題あり 問題なし どちらとも言えない 無回答
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【学生への影響】
（１）広報活動の開始時期を12月1日以降としている点について【Ⅴ-2(1)関係】

（２）選考活動の開始時期を4月1日以降としている点について【Ⅴ-2(2)関係】

（３）大学訪問を12月1日以前は行わないとしている点について【Ⅴ-2(3)関係】

広報活動の開始時期を12月1日以降としている点については、「問題なし」が４１．９％と最も多かったが、「ど
ちらとも言えない」も３０．４％あり、影響を注視している状況も見受けられる。また、「問題あり」も２４．１％
と大学等の取組の影響よりも高い。

24.1%

41.9%

30.4%

3.6%

問題あり 問題なし どちらとも言えない 無回答

選考活動の開始時期を4月1日以降としている点については、「問題なし」が４６．４％と最も多かったが、「どち
らとも言えない」も３１．８％あり、影響を注視している状況も見受けられる。また、「問題あり」も１８．５％と
大学等の取組の影響よりも高い。

18.5%

46.4%

31.8%

3.3%

問題あり 問題なし どちらとも言えない 無回答

大学訪問を12月1日以前は行わないとしている点については、「問題なし」が４５．３％と最も多かったが、「ど
ちらとも言えない」も４１．４％あり、影響を注視している状況も見受けられる。

9.9%

45.3%

41.4%

3.4%

問題あり 問題なし どちらとも言えない 無回答
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（４）大学の実施するキャリア教育・職業教育に対する企業側の協力について【Ⅴ-3(1)関係】

（５）企業側のインターンシップの受入れ状況について【Ⅴ-3(2)関係】

（６）インターンシップの受入れに対する倫理憲章の影響について【Ⅴ-3(3)関係】
（（７）で「b.減った」と回答した大学等の状況）

大学の実施するキャリア教育に対する企業側の協力については、「得られている」が６４．５％と最も多かった。

64.5%

1.0%

30.9%

3.7%

得られている 得られていない どちらとも言えない 無回答

企業側のインターンシップの受入れ状況は、昨年度と比較して「変わらない」が６２．８％と最も多かった。

20.8%

11.3%

62.8%

5.1%

増えた 減った 変わらない 無回答

14.7%

45.7%

34.9%

4.7%

影響あり 影響なし どちらとも言えない 無回答

企業側のインターンシップの受入れに対する倫理憲章の影響は、「影響なし」が４５．７％と最も多かった。

10



（７）キャリア教育・職業教育を推進するための体制の構築について【Ⅴ-4(1)関係】

（８）キャリア教育・職業教育に関する授業科目の開設状況について【Ⅴ-4(2)関係】

82.9%
5.2%

9.0%

2.9%

開設している

今後開設を予定している

開設する予定はない

無回答

キャリア教育・職業教育に関する授業科目について、「開設している」が８２．９％と最も多かった。

キャリア教育・職業教育を推進するための体制の構築については、「構築している」が８９．９％と最も多かっ

た。

89.9%

7.2%
2.9%

構築している 構築していない 無回答
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○　未就職のまま卒業・修了した学生に対する就職支援について
（１）未就職のまま卒業・修了した学生に対する就職支援の有無について【Ⅵ-2(1)関係】

《未就職のまま卒業・修了した学生に対する就職支援の有無について　つづき》
（（１）で「a.行っている」「b.行う予定がある」と回答した大学等の具体的な就職支援（複数回答））

未就職のまま卒業・修了した学生に対する就職支援については、「行っている」が８３．６％と最も多かった。

83.6%
3.7%

9.7%
3.0%

行っている 行う予定がある 行っていない 無回答

94.6% 84.6%
77.6%

67.5%
60.3%

13.8%

70.2%

6.0% 0.2%
0%

20%

40%

60%

80%

100%

採
用
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報
の
提
供

面
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に
よ
る
就
職
相

談

メ
ー
ル
・
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話
に
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る
就
職
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談
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文
・
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ト
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ー
ト
・
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歴
書
の
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削
指
導

模
擬
面
接

筆
記
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対
策
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座

な
ど
各
種
講
座
の
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介

そ
の
他

無
回
答
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○　就職留年を希望する者への対応について
（１）就職のために留年した学生の状況について【Ⅵ-3(1)関係】

（２）「卒業延期」制度の状況について【Ⅵ-3(3)関係】

《「卒業延期」制度の状況について　つづき》
（（２）で「a.認めている」と回答した大学等の延長期間の単位）

就職のために留年した学生の増減については、「不明」が６１．８％と最も多かった。

2.0%
13.7%

61.8%

22.5%

増えている 減っている 不明 無回答

14.3%

31.9%

42.9%

2.2%
6.6%

1.1% 1.1%
0%

20%

40%

60%

半
年

1
年

半
年
又
は
1
年

1
年
超

特
に
無
し

そ
の
他

無
回
答

「卒業延期」制度については、８．０％が認めており、２．６％が検討中であった。

8.0%

83.4%

2.6%
6.0%

認めている 認めていない 検討中 無回答
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○　外部機関との連携状況について
（１）外部機関との連携の有無について【Ⅵ-4(1)関係】

（２）ハローワークとの連携の状況について【Ⅵ-4(2)関係】

（３）ジョブカフェとの連携の状況について【Ⅵ-4(3)関係】

「ハローワークとの連携を行っている」が７９．３％と最も多く、次いで「企業との連携を行っている」が４
９．９％と多い。

「学生に対する就職相談」が、７９．７％と最も多く、次いで「セミナー等の開催」が３７．３％と多い。

79.3%

33.1%
21.2%

49.9%

13.0%
4.9%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
と
の

連
携
を
行
っ
て
い
る

ジ
ョ
ブ
カ
フ
ェ
と
の

連
携
を
行
っ
て
い
る

商
工
会
議
所
と
の
連

携
を
行
っ
て
い
る

企
業
と
の
連
携
を

行
っ
て
い
る

そ
の
他

無
回
答

79.7%

13.0%

37.3%
23.7% 20.2%

1.5%
0%

20%

40%

60%

80%

100%

学
生
に
対
す
る
就
職

相
談

教
職
員
に
対
す
る
ア

ド
バ
イ
ス

セ
ミ
ナ
ー
等
の
開
催

企
業
説
明
会
の
開
催

そ
の
他

無
回
答

「学生に対する就職相談」が、６３．８％と最も多く、次いで「セミナー等の開催」が５４．２％と多い。

63.8%

11.9%

54.2%

28.0%
15.1%

3.4%
0%

20%

40%

60%

80%

100%

学
生
に
対
す
る
就
職

相
談

教
職
員
に
対
す
る
ア

ド
バ
イ
ス

セ
ミ
ナ
ー
等
の
開
催

企
業
説
明
会
の
開
催

そ
の
他

無
回
答
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（４）商工会議所との連携の状況について【Ⅵ-4(4)関係】

（５）企業との連携の状況について【Ⅵ-4(5)関係】

（６）その他との連携の状況について【Ⅵ-4(6)関係】

「企業説明会の開催」が、５１．２％と最も多く、次いで「セミナー等の開催」が３５．１％と多い。

13.2% 5.4%

35.1%
51.2%

33.1%

1.2%
0%

20%

40%

60%

80%

100%

学
生
に
対
す
る
就
職

相
談

教
職
員
に
対
す
る
ア

ド
バ
イ
ス

セ
ミ
ナ
ー
等
の
開
催

企
業
説
明
会
の
開
催

そ
の
他

無
回
答

「企業説明会の開催」が、７９．１％と最も多く、次いで「セミナー等の開催」が６１．１％と多い。

23.2% 11.6%

61.1%

79.1%

11.4%
2.3%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

学
生
に
対
す
る
就
職

相
談

教
職
員
に
対
す
る
ア

ド
バ
イ
ス

セ
ミ
ナ
ー
等
の
開
催

企
業
説
明
会
の
開
催

そ
の
他

無
回
答

「セミナー等の開催」が、３８．３％と最も多い。

24.2%
8.1%

38.3% 32.2% 37.6%

4.0%
0%

20%

40%

60%

80%

100%

学
生
に
対
す
る
就
職
相
談

教
職
員
に
対
す
る
ア
ド
バ
イ

ス

セ
ミ
ナ
ー
等
の
開
催

企
業
説
明
会
の
開
催

そ
の
他

無
回
答
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○　その他
（1） 東日本大震災の就職活動への影響について（平成25年3月卒）【Ⅶ-1(1)関係】

（2）　保護者向け説明会について【Ⅶ-2(1)関係】

《保護者向け説明会について　つづき》
（「a.行っている」、「b.行う予定がある」と回答した大学等の状況（複数回答可））

【対象となる保護者】

（「a.行っている」と回答した大学等の状況（複数回答可））

【説明会の規模】

保護者向け説明会については、「行っている」「行う予定がある」が５３．１％であった。

39.8%

13.3%

43.8%

3.1%

行っている 行う予定がある 行っていない 無回答

就職活動への震災の影響については、「影響なし」が５５．６％と最も多かった。

9.3%

55.6%

32.4%

2.7%

影響あり 影響なし どちらとも言えない 無回答

64.4%
83.0%

53.7% 49.3%

2.0%
0%

20%

40%

60%

80%

100%

平
成
2
4
年

度
卒
業
・
修

了
予
定
者

平
成
2
5
年

度
卒
業
・
修

了
予
定
者

平
成
2
6
年

度
卒
業
・
修

了
予
定
者

平
成
2
7
年

度
卒
業
・
修

了
予
定
者

無
回
答

0.9%
35.2%

24.6%
13.6% 14.3% 11.4%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

1
0
人
未
満

1
0
人
～

5
0
人

5
1
人
～

1
0
0
人

1
0
1
人
～

2
0
0
人

2
0
1
人
以

上

不
明
（
0
人

及
び
無
回
答

含
む
）
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